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１．はじめに 

毎年全国各地で土砂災害が発生し、多くの人命や財産が失われている。昨年３月には、東北地方太平洋

沖地震により、また９月には台風 12 号により大規模な土砂災害が数多く発生し、多くの尊い人命が失わ

れた。世界的に地球温暖化が進行する中、このような悲惨な土砂災害は増加する傾向にある。 

国や都道府県においては、ハード対策を進めるとともに、ソフト対策の柱である土砂災害防止法に基づ

き土砂災害警戒区域等が指定され、土砂災害から人命を守るための様々な施策が実施されている。 

一方、市町村においては、警戒避難体制を整備し、住民に対して的確な避難勧告等を発令する重要な責

務を負っており、鋭意その推進に努めているが、特に昨年発生したような大規模な土砂災害に対しては、

まだまだ多くの課題を抱えている。 

そこで当協会では、大規模土砂災害に対して市町村が抱える課題や問題点等を明らかにし、国及び都道

府県への要望を推進していくため、市町村長に対してアンケートを行った。ここに、その結果を報告する。 

 

２．アンケート手法と項目 

アンケートは、当協会の会員である 1,400 市町村（平成 23 年４月１日時点）の市町村長ご本人に記入

していただく形式で行った。アンケート項目は以下の７項目とした。アンケートは今年１月に実施し、全

会員の約 87％にあたる 1,218 市町村の回答を得た。

① 平成 23 年の土砂災害発生状況について

② 豪雨の際に発生する恐れのある重大な土砂災害について

③ 発生する恐れのある重大な土砂災害に対する警戒避難を進める上での課題について

④ 発生する恐れのある重大な土砂災害に対する警戒避難を進める上での特別な対策について

⑤ 土砂災害防止法の改正に基づく緊急調査について

⑥ 大規模土砂災害に対する国の直接対応について

⑦ 総括ご意見

３．アンケート結果 

 図－１は、平成 23 年の土砂災害の発生の有無を示したものである。

40%超の市町村（533 市町村）が、土砂災害が発生したと回答している。

図－２は、近年経験したことのないような豪雨が発生した場合にどの

ような重大な土砂災害が発生する恐れがあると考えているかを示したも

のである。土石流、地すべり、がけ崩れなどが多発すると答えた市町村

は 50%を超えており、がけ崩れについては 80%近くにまでなっている。

また、大規模な斜面崩壊や大規模な地すべりなど個々の箇所での大規模

な現象を想定している市町村も 20～40%に達している。

 図－３は、今後発生する恐れのある重大な土砂災害に対して、警戒避難を進める上で何か特別な対策を

考えているかを示したものである。平成 23 年に土砂災害が発生した市町村の方が、発生していない市町

村よりも、具体的な対策を検討しようとする傾向がより強いことが分かる。

 図－４は、大規模な土砂災害が発生した際の国による直接的な災害対応の必要性の有無を示したもので

ある。国の直接対応が必要であると回答した市町村は 98%超であり、国の直接の対応に対する期待が大き

いことが分かる。

発生した 

533 市町村 
（43.8%） 

発生しなかった

685 市町村 

（56.2%） 

図－１ 平成 23 年における土砂災
害の発生の有無 
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４．大規模土砂災害に対する住民の安全確保に関する提言 

 このアンケートの結果、大規模土砂災害に対応する際の、市

町村が抱えている課題がある程度明らかになってきた。その課

題解決のために、市町村が支援を必要としている主な項目を以

下に示す。

 ① 安全な避難場所・避難路の確保・見直しの支援 

 ② 適切な避難勧告等発令のための支援 

 ③ 情報伝達システム整備のための支援 

 ④ 災害時要援護者対策の支援 

 ⑤ 人員・物資・技術等の支援 

 ⑥ 職員・住民の防災意識・防災知識向上のための支援 

 ⑦ 土砂災害警戒区域等指定の促進・見直しの支援 

  

 これまでの経験を上回る豪雨の際に発生する土砂移動現象は、地域の自然的条件により異なるが、現象

発生の密度が高くなることや、個々の箇所での規模が大きくなること、雨域によっては広範囲で深刻な現

象が発生することなどが想定される。また、土砂災害と同時に洪水災害にも対応しなければならないこと

や、広範囲で道路網の寸断が想定され、地域の孤立化など地域全体に与える影響の深刻さを指摘する記述

も寄せられている。したがって、こういった深刻な状況を前提にした上での、特別な事前対応、災害時対

応、災害直後緊急対応などが必要になってくることがアンケートから読み取れた。 

 個々の地域での大規模な災害の想定は難しい状況にあるが、周辺地域を含めた範囲での災害履歴を調べ

直すとともに、国、県、市町村が連携して専門家とともに対応策を検討していく必要があると思われる。 
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図－２ 豪雨の際に発生する恐れのある重大な土砂災害について 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

回
答
し
た
市
町
村
の
割
合
（
％
）

全市町村（1,218市町村）

H23年に災害発生（533市町村）

H23年に災害未発生（685市町村）

①重大な土砂災害の発生を想定した特別な対策を既に策定し
ている  
②重大な土砂災害の発生を想定した特別な対策に向けた検討
を行う予定である  
③重大な土砂災害の発生を想定した特別な対策の必要性は感
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図－３ 発生する恐れのある重大な土砂災害に対する警戒避難を進める上での特別な対策について 

図－４ 大規模な土砂災害が発生した際の国
による直接的な災害対応の必要性について 
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